
データヘルス計画
第2期計画書

最終更新日：平成 30 年 03 月 31 日
京葉ガス健康保険組合

平成30年3月31日  [ この内容は未確定です。] 



STEP１-１ 基本情報
組合コード 44375
組合名称 京葉ガス健康保険組合
形態 単一
業種 電気・ガス・熱供給・水道業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

2,636名
男性77.5%

（平均年齢45.5歳）*
女性22.5%

（平均年齢41.1歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 5,337名 -名 -名
適用事業所数 23ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

76ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

96.00‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 7 - - - -
保健師等 1 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,100 ∕ 2,540 ＝ 82.7 ％
被保険者 1,644 ∕ 1,741 ＝ 94.4 ％
被扶養者 456 ∕ 799 ＝ 57.1 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 62 ∕ 396 ＝ 15.7 ％
被保険者 62 ∕ 372 ＝ 16.7 ％
被扶養者 0 ∕ 24 ＝ 0.0 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 10,961 4,158 - - - -
特定保健指導事業費 6,885 2,612 - - - -
保健指導宣伝費 9,739 3,695 - - - -
疾病予防費 81,792 31,029 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 501 190 - - - -
　
小計　…a 109,878 41,684 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,873,487 710,731 - - - -
a/b×100 （%） 5.86 - -

平成30年3月31日  [ この内容は未確定です。] 
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平成30年度見込み 平成31年度見込み

平成32年度見込み

(歳)

(人)
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男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 5人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 49人 25〜29 155人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 191人 35〜39 171人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 258人 45〜49 425人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 327人 55〜59 215人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 185人 65〜69 60人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 151人 5〜9 171人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 216人 15〜19 237人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 107人 25〜29 12人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 5人 35〜39 1人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 0人 55〜59 1人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 1人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 4人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 4人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 36人 25〜29 63人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 56人 35〜39 81人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 99人 45〜49 102人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 76人 55〜59 42人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 27人 65〜69 6人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 120人 5〜9 176人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 197人 15〜19 217人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 81人 25〜29 44人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 56人 35〜39 91人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 185人 45〜49 240人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 158人 55〜59 104人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 77人 65〜69 38人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 11人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

１．小規模な健保組合（被保険者数　2,636人、加入者数　5,337人）である
２．全被保険者のうち、母体企業に約40％が所属している
３．事業主の拠点は千葉県北西部に集中している
４．事業所の拠点は少人数の拠点が多い
５．被保険者、被扶養者共に４０歳代に加入者構成が偏っている
６．当健保組合には、医療専門職が不在である
７．事業主で産業医、保健師のいる事業所は少数である

平成30年3月31日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
１．特定健診は定期健康診断と併せて実施し、対象者の約80％が受診している
２．特定保健指導は事業主の協力と、指導対象者の生活習慣改善意識の向上が必要である
３．生活習慣病のリスク保有者への対策は、加入者及び事業主への協力依頼が不足している
４．人間ドック等健診における結果データの不備による受診率の減少、これによる、特定健康診査データの取り込み不足の発生
５．被扶養者への定期健診等実施案内（自宅郵送）による健診への意識向上と受診率の向上の強化検討

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会の開催
　保健指導宣伝 　みんなで参加　健康づくりプラン
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙の発行（健保だより）
　保健指導宣伝 　健保ホームページ
　保健指導宣伝 　健康づくり教室
　保健指導宣伝 　共同保健宣伝
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用促進通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　健康保険制度に関する図書の配布
　保健指導宣伝 　育児図書の配布
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員への情報誌配布
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　健康者表彰
　保健指導宣伝 　家庭用常備薬等の有償斡旋
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症重症化予防
　疾病予防 　生活習慣病健診（定期健康診断）
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　婦人科検診
　疾病予防 　二次検査
　疾病予防 　口腔診査
　疾病予防 　メンタルヘルス相談
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　雇入れ時健診
　3 　ウォーキングキャンペーン
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
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職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1
健康管理事業
推進委員会の
開催

【目的】
保健事業の円滑な運営に関する意見、提案
【概要】
保健事業に関し、計画及び結果に対する意見・要望

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 12 年２回開催（７月、２月に開催）

保健事業の実施に関し、各事業所の意
見・要望を収集することによる円滑・
効果的な運営
全事業所の代表者との意見交換による
保健事業に対する共通認識
推進委員会終了後に、健康づくり教室
を実施し知識の向上を図った。

− 5

1,2,4,
5,8

みんなで参加
　健康づくり
プラン

事業主との共同して、被保険者及び被扶養者の特定健診等
健診の受診率向上・特定保健指導の受診者に対する就業時
間内での指導に実施と途中棄権者の防止
禁煙、運動の奨励等によるメタボ改善などの事業主独自事
業の推進

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 0
健診結果を基とした、メタボ改善行動
に関して、事業主と健保との共同で実
施

健診結果を基とした有所見者だけでは
なく、従業員全体としての行動の実施

医療専門職のいない事業所における有
所見者への個別対応方法 -

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

5
機関紙の発行
（健保だより
）

【目的】
健康保険組合の現況を伝え、健康保険制度に対する理解と
、疾病予防や自己の健康管理に対する関心の向上
【概要】
機関紙「健保だより」を年３回発行

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 3,240
機関紙を年３回発行・配布（４月、１
０月、１月）
事業主を経由し、全被保険者に配布
任意継続被保険者は、自宅に郵送

タイムリーな情報提供により、健保が
実施する保健事業を周知

自宅へ持ち帰らない社員が多い
（被扶養者への情報提供不足） 5

2,5 健保ホームペ
ージ

【目的】
保健事業の周知、情報発信
【概要】
健保からのお知らせ、健康保険制度（保険給付等）のＱ＆
Ａ、各種届出用紙の出力

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 948 随時情報の更新を実施 タイムリーな情報発信
閲覧できない人への対応
見やすさ、分かりやすさを考慮した改
修計画の検討

4

5 健康づくり教
室

【目的】
健康、疾病等に関する知識と予防の向上
【概要】
健康、運動と体力づくり及び疾病予防と食生活に関し、医
師等専門家を招いて講演会を年2回開催

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 200

健康管理事業推進委員会の開催に合わ
せて年2回実施
7月　「禁煙の必要性について」
2月　「考えてみよう！自分のワークラ
イフバランスについて」
　　　　　〜健康と仕事の両立〜

被保険者に向けた開催案内を事業主を
通じて周知依頼し、被保険者の参加拡
大を実施

遠方の拠点からの参加困難
事業所開催のイベント実施日などと重
複しない日程調整

3

5 共同保健宣伝
【目的】
医療保険情報のＰＲ
【概要】
健康保険組合連合会と共同でテレビ等を通じた情報提供

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 160
毎年継続実施中
健保連作成のポスターやパンフレット
の配布。

− − 5

2,8
ジェネリック
医薬品の使用
促進通知

【目的】
薬剤医療費の適正化
【概要】
服用している医薬品の差額を情報提供することにより安価
なジェネリック医薬品の使用と医療費の削減
薬剤医療費の削減効果測定

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 400

【平成27年度】
情報提供対象者： 453人（昨年度：530
人）
被保険者・被扶養者の医療費実績より
生活習慣病に関する疾病に対する医薬
品から一定額以上の削減が見込まれる
ジェネリック医薬品情報を対象者の自
宅に郵送
１回の処方箋あたり、100円以上の薬価
差額（個人負担分）が発生する医薬品
を服用している者に対して通知を実施
効果測定を継続実施

一人ひとりの服薬に対する情報提供の
ため、被保険者並びに被扶養者の自宅
へ郵送し、切り替え意識の向上を図っ
た
実際に服用している薬剤による差額通
知のためイメージしやすい

医薬品のうち約５０％がジェネリック
対象薬となっていない。 5

個別の事業

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診

【目的】
メタボリックシンドロームの予防・解消に重点を置いた生
活習慣病の予防
【概要】
40歳以上75歳未満の被保険者・被扶養者を対象に健診を実
施
　①事業主が行う定期健康診断
　②人間ドック
　③健保連集合契約Ａ・Ｂ（被扶養者）

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 10,961

【平成27年度】
被保険者
　対象者数：1,697人
　定期健診：1,073人
　人間ドック： 621人
　受診率　： 100.3％
被扶養者
　対象者数： 857人
　定期健診： 377人
　人間ドック： 72人
　集合契約： 5人
　受診率　：： 53.0％

【被扶養者の受診者数微増】
事業主が実施する定期健康診断（平日
）に、被扶養者も受診可能とし受診者
数の増加を図った。
被扶養者（女性）の受診日に土曜、日
曜日を設け、受診者数の増加を図った
。
被扶養者の自宅あて健診案内を郵送し
、受診率の向上を図った。

【課題】
健診結果データの不備等の解消
開催地が自宅から遠方等の理由による
未受診者対策
被扶養者がパート等勤務先での健診結
果と特定健診問診票等の入手方法とデ
ータ登録方法の迅速化対策。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

1,2,4 特定保健指導
【目的】
メタボリックシンドロームの予防・解消に重点を置いた生
活習慣病の予防
【概要】
特定健診結果に基づく階層化の実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 6,885

【平成27年度】
定期健康診断と併せて実施した特定健
診の結果に基づく階層化実績
被保険者
　特定健診受診者数： 1,073人
　動機付け支援： 122人
　積極的支援　： 193人
被扶養者
　特定健診受診者数： 370人
　動機付け支援： 16人
　積極的支援　： 　8人

事業主が実施する定期健康診断に併せ
て被扶養者の特定健診を実施したこと
により、階層化対象者が増加した。
人間ドック受診者分データの取り込み
による階層化対象者の増加。

【課題】
対象者の保健指導の必要性に対する低
意識。
事業主への協力依頼不足。
被扶養者の特定保健指導実施方法の検
討。

1

保
健
指
導
宣
伝

5
健康保険制度
に関する図書
の配布

【目的】
健康意識と社会保険の知識の向上
【概要】
新規加入者へ小冊子を配布

被保険者 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 80

【平成27年度】
新規被保険者への小冊子配布数： 200部
（昨年度： 130部）
事務担当者向け事務ガイドの配布：27
部

事業所に新規加入者の保険証発行と併
せて、冊子を送付。
事業所健保事務担当者へ社会保険事務
ガイドを配布し、事務処理知識の向上
を図った。

− 5

5 育児図書の配
布

【目的】
育児に関する情報提供による不安の軽減
【概要】
被保険者及び被扶養者の出産者に育児指導書を配布

被保険者
被扶養者 全て 女性

18
〜
74

基準該
当者 360

【平成27年度】
配布対象者数； 50人（昨年度　56人）
対象者の自宅へ委託事業者より育児図
書（月刊誌）を１年間郵送
配布対象者は、被保険者並びに被扶養
者の出産者

対象者の自宅宛て、冊子を送付
被扶養者（異動）届、出産育児一時金
請求等のタイムラグによる出産情報入
手の遅れ

5

2,5
健康管理事業
推進委員への
情報誌配布

【目的】
健康管理に関する情報誌の配布
【概要】
職場における健康管理の向上のため、各事業所の健康管理
事業推進委員に情報誌を配布

被保険者 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 324

【平成27年度】
配布数量： 26部∕月
委託先より各委員に対し情報誌（月刊
誌）を職場に郵送

タイムリーな情報提供による職場内の
健康管理意識の向上 − 5

2,8 医療費通知
【目的】
医療費実績の情報提供と請求誤りの是正
【概要】
年２回　医科、歯科、調剤、柔道整復療養費の受診実績を
被保険者に通知

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 260

世帯毎の医療費通知を年２回発行（１
月〜６月受診分を９月に発行、７月〜
１２月受診分を３月に発行）
被扶養者を含め受診実績のある方のみ
発行し、事業主を経由して被保険者へ
配布
記載内容は、医科、歯科、調剤、柔道
整復療養費

事業主を経由して全対象者へ配布 − 5

8 健康者表彰
【目的】
健康維持に対する意欲の向上
【概要】
１年間医療給付のない世帯を健康者として、被保険者に記
念品を贈呈

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 909

【平成27年度】
表彰被保険者数： 132人（昨年度： 160
人）

健康管理と疾病予防に向けた意識の高
揚 − 5

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 家庭用常備薬
等の有償斡旋

【目的】
家庭用常備薬の充実による疾病の自己管理向上
【概要】
年２回パンフレットを配布
春（５月頃）、秋（１１月頃）
希望者による申し込み、購入

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 0
【平成27年度】
購入者数： 春　115人、秋　130人（昨
年度：　春　139人、秋　139人）
購入方法：郵送、ＦＡＸ、ＷＥＢ、携
帯

約１ヶ月ほどの購入期間と、複数の購
入方法を設けた。 − 2

4,5,6 糖尿病性腎症
重症化予防

【目的】
糖尿病性腎症患者の重症化の予防、改善
【概要】
糖尿病性腎症患者に対し生活習慣の改善指導による重症化
（人工透析）の予防

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
75

基準該
当者 3,320

【平成27年度】
予防プログラム判定結果（糖尿病性）
　軽度：35人、　中度：50人　、重度
：3人
指導対象者
　軽度：　3人、　中度：　1人、　重
度：0人
指導終了者
　軽度：　3人、　中度：　1人、　重
度：0人（内　軽度1人継続指導中）

健保連千葉連合会の共同事業
事業主からも指導勧奨及び指導中止者
の出ないよう、声掛けの実施。
事業所での指導対象者に対する配慮が
得られた。

指導対象者の保健指導の必要性に対す
る意識不足による指導への拒否及び中
断。

4

疾
病
予
防

1,2,3
生活習慣病健
診（定期健康
診断）

【目的】
生活習慣病疾患の予防・改善に向けた健康診査を実施し、
受診率の向上を図ると共に、自己による健康増進の啓発と
疾病予防
【概要】
事業主が行う定期健康診断（集団健診）と併せて生活習慣
病診査項目追加して実施
集団検診時に、被扶養者の受診を実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

全員 22,195

【平成27年度】
受診実績
　被保険者： 1,478人、被扶養者： 485
人
事業所が実施する定期健康診断（７カ
所への巡回健診）に合わせ、５月〜６
月の延べ22日間実施（内　被扶養者（
女性）の受診率増加を図り、土曜　2日
、日曜　3日を実施）
　　　　　
婦人科検査：被保険者　134人、被扶養
者　251人
乳がん検査（超音波検査）：被保険者
　284人、被扶養者　289人
大腸がん検査（便潜血検査）：被保険
者　1,094人、被扶養者　437人
※乳がん検査（超音波検査）を今年度か
ら新規に実施。

土曜、日曜の開催により被保険者及び
被扶養者の女性の受診率の向上を図っ
た。
被扶養者の自宅あて「健診案内」を郵
送し、健康診断の開催を周知すると共
に受診率の向上を図った。
家族の受診率向上及びがん検診受診率
の向上を図って、定期健康診断と併せ
て乳がん検査（超音波検査）を今年度
から実施した。

【課題】
開催地が自宅から遠方等の理由による
未受診者対策

5

2,3 人間ドック

【目的】
生活習慣病健診（集団健診）等未受診者に対する受診勧奨
及び補助
【概要】
生活習慣病健診（定期健康診断に併せて実施）未受診者の
被保険者及び被扶養者に対し、受診勧奨と補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 53,385

受診可能施設： 健保契約医療機関及び
健保連契約機関
費用の一部補助：
健保契約医療機関＝基本料金と一部が
ん検診等オプション検査への補助
健保連契約医療機関＝基本料金への補
助
【平成27年度】
日　帰　り： 701人
一泊二日： 34人
通い二日： 20人
オプション補助対象検査：ＭＲＩ・Ｃ
Ｔ検査、大腸内視鏡検査、婦人科検査
（補助額に上限設定あり）
婦人科検査：81人、乳がん検査：92人
、大腸がん検査（内視鏡検査）18人、
ＣＴ検査（頭部等）：35人

被保険者の定期健康診断未受診者の解
消
被扶養者の健診受診率の向上
特定健診情報の収集

− 5

1,2,3 婦人科検診 婦人科検診の受診機会の提供
提携医療機関での受診費用に一部補助を実施

被保険者
被扶養者 全て 女性

29
〜
74

基準該
当者 285

生活習慣病予防検診で行っていた、自
己採取子宮頸がん検査を廃止し、医療
機関での子宮がん検診及び乳がん検診
を実施する

住居地の近隣での受診が可能
受診費用の一部補助を実施

生活習慣病予防検診と別に実施するた
め、受診者の減少が想定される
生活習慣病予防健診及び特定健康診査
の受診率低下が危惧される

-

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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1,2,3 二次検査

【目的】
生活習慣病健診（集団健診）での有所見者に対し再検査の
実施
【概要】
血糖、血圧、脂質、肝機能、貧血に関する項目の有所見者
契約医療機関の医師、保健師、看護師による相談

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 1,350

【平成27年度】
10月に実施、事業所6会場の巡回検診、
延べ6日間
受診者数： 459人

生活習慣病健診（集団健診）から自己
による改善期間を空け二次検査を実施
二次検査時に実施することによる健康
相談のしやすさ

無自覚、未受診者の理解不足
該当者の確実な再検査・治療・生活習
慣の改善
受診勧奨等事業所の協力

4

1,3 口腔診査
【目的】
歯科疾患の早期発見と予防指導
【概要】
契約機関での事業所巡回による集団歯科検診
受診者へ歯磨き用品の配布

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 4,207

【平成27年度】
7月〜8月、事業所11会場を巡回検診、
延べ12日間
受診者数： 780人（昨年度： 825人）
齲蝕、歯周病の検査及び正しいブラッ
シング法指導と予防的歯石除去の実施

定期的な検査・指導による歯磨き習慣
の定着

オフィス外勤務者の受診促進
被扶養者の受診促進
事業所によるイベント開催と競合した
ため、受診会場の確保並びに受診者数
が減少となった。

4

3,6 メンタルヘル
ス相談

【目的】
メンタルヘルス患者の減少
病気の早期発見・早期治療の促進
悩みの解消
【概要】
契約委託機関での電話及び面談による相談

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74 全員 370

【平成27年度】
相談件数
電話： 9件、面談： 0件

4月発行の機関紙に案内を同封し周知
各事業所掲示板にポスターを掲示

相談件数が少ない
当該疾患の重要性周知不足 3

1,3 インフルエン
ザ予防接種

【目的】
インフルエンザ疾患の予防、重症化の軽減
【概要】
契約医療機関による事業所巡回による集団予防接種
費用は受診者全額負担
健保未加入従業員、ビジネスパートナーの受診も可能

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
64

全員 0

【平成27年度】
11月に実施、事業所6会場を巡回実施
受診者数： 366人（昨年度： 311人）
健保は、予防接種受診機会の提供（１
回接種のみ）
健保に加入又は未加入を問わず受診可
能
受診費用は全額受診者負担

就業時間中に受診が可能
接客対応者、現場作業者の受診機会の
増加
健保未加入従業員、ビジネスパートナ
ーの受診も可能

家族の受診者促進対策 3

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目
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事業費
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振り返り
注2)
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齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断
【目的】
常時使用する労働者への健康診断
【概要】
労働安全衛生規則44条に基づく定期健康診断と、健保が保健事業と
して行う特定健康診査、生活習慣病健診を併せて実施

被保険者 男女
18
〜
74

【平成28年度】
定期健康診断と健保が行う人間ドックを合わせ
て受診率100％を目指す
事業主又は保健師による定期健康診断未受診者
への施設受診及び人間ドック等の受診勧奨

事業所の行う定期健康診断と健保の特定健康審
査、生活習慣病健診を事業所施設に巡回して実
施
健保の保健事業である、がん検診項目を生活習
慣病健診含めて実施（「胃がん」「肺がん」「
子宮がん」「乳がん検診（超音波検査」）
事業所担当者による定期健康診断未受診者への
人間ドック受診勧奨

定期健康診断及び人間ドック早期受診による受
診率１００％への対策 有

雇入れ時健診
【目的】
常時雇用する労働者に対し雇入れ時健診を行い、適正な就業配慮を
行う
【概要】
労働安全衛生規則第43条

被保険者 男女
18
〜
74

【平成28年度】
実施率： 100％ 法定健診であるため必ず実施 − 無

ウォーキングキャ
ンペーン

【目的】
健康づくり、職場のコミュニケーション推進
【概要】
期間中の歩数又は体重の減少を図り、ウォーキングを推奨

被保険者 男女
18
〜
65

9月〜11月の3か月間をキャンペーンをキャンペ
ーン期間とし、歩数並びに体重の変化を記録し
、個人及びグループ単位で競った
また、今年度新たに禁煙チャレンジを実施した
参加者数：　個人： 344人、団体：35チーム、
禁煙：3人
10月の休日に休日ウォーキングイベントを実施
参加者数： 46人

9月実施の安全衛生大会にスポーツクラブの健康
運動指導士を招いて講演を開催し、運動の必要
性並びに方法についての意識づけを行った。
10月の休日に家族も参加可能としてウォーキン
グイベントを行った。

実施事業所が限定している
参加者が少ない
健康増進に向けた理解不足

無

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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44375 - 京葉ガス健康保険組合

ア イ

ウ エ

・特定健診は、事業主が行う定期健康診断と協働し被扶養者も含め実施、人間ドックで受診、及び集合契約Ａ・Ｂで受診している。
　被保険者は全年齢区分で健保平均より受診率は高い、また、被扶養者は55歳以上で健保平均より受診率が低くなる区分がある。
　被保険者の受診率は１００％に達していない、また、被扶養者は５０％を下回っている。
・メタボリックシンドローム該当者の減少率は、健保平均に対しすべての年齢区分で下回っている。

STEP１-３ 健診受診状況 

1/1
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44375 - 京葉ガス健康保険組合

オ カ
１．年齢階層別医療費 ２．年齢階層別一人当たり医療費

キ
３．年齢階層別罹患者数及び罹患率

・

・

・

・

医療費総額を年齢別に見ると、４０歳から６４歳
が最も多い。
一人当たり医療費を年齢別に見ると、５０歳から
７４歳が多くを占める。

７０歳以上では罹患者数は少ないものの、罹患
率は９０％以上である。

罹患者数及び罹患率から０歳から１４歳までが
増加傾向にあり罹患率は９０％を超えている、ま
た、３５歳から４９歳までが罹患者数が増加して
いる。

STEP１-４ 年齢階層別医療費及び疾病罹患状況 

百万円 千円 

人 

1/1
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44375 - 京葉ガス健康保険組合

ク ケ

・

・

・ 生活習慣病に関わる疾患の被保険者一人当たり医療費については、高血圧症 10,844円、糖尿病 6,726円、高脂血症 3,456円が主な疾患となった。
・ 生活習慣病に関わる疾患の被扶養者一人当たり医療費については、高血圧症 2,049円、高脂血症 1,553円、糖尿病 1,182円が主な疾患となった。

疾病１９分類による被保険者一人当たり医療費では、循環器疾患 17,825円、内分泌・栄養・代謝疾患 12,716円、新生物 11,454円、消化器疾患
11,228円、呼吸器系疾患 10,908円がそれぞれ上位を占めた。
疾病１９分類による被扶養者一人当たり医療費では、呼吸器系疾患 24,682円、新生物 8,275円、内分泌・栄養・代謝疾患 7,846円、筋骨格系・結合
緒組織疾患 6,453円、皮膚・皮下組織疾患 6,341円がそれぞれ上位を占めた。

STEP１-５ 疾病別及び生活習慣病関係一人当たり医療費  

1/1
12



44375 - 京葉ガス健康保険組合

１．生活習慣から来る疾病の中で「糖尿病性腎症（ＣＫＤ）」となる現状
（１）ＣＫＤ判定基準

尿蛋白
Ａ

糖尿病性【軽度】 ≦　１＋

Ｂ ≦　１＋
糖尿病性【中度】 ≧　２＋

≧　２＋
Ｃ ≦　１＋

糖尿病性【重度】 ≧　２＋
≧　２＋

Ｄ
非糖尿病性【軽度】

Ｅ
非糖尿病性【重度】

コ （２）抽出対象者及びプログラム別該当者数

被保険者
被扶養者

計

・

・ 対象者には、糖尿病だけではなく高血圧の者もいる。

0 9

糖尿病性腎症予防指導対象者として、被保険者で１２７人、
被扶養者で１６人　合わせて　１４３人の該当があった。

2,111 35 50 3 54 1
0396 4 3

非糖尿病性【重度】
1,715 31 47 3 45 1

抽出対象者数 糖尿病性【軽度】 糖尿病性【中度】 糖尿病性【重度】 非糖尿病性【軽度】
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

45　≦　かつ　＜　60
15　≦　かつ　＜　45

非糖尿病性【軽度】 30　≦　かつ　＜　60

非糖尿病性【重度】 15　≦　かつ　＜　30

（顕性腎症前期以降） 15　≦　かつ　＜　45

プログラム区分 リスク区分
判　　定　　基　　準

eＧＦＲ ＨｂＡ１ｃ　・　ＦＢＳ（空腹時血糖）

ローリスク群 ≧　60 ＜　7.0　又は　ＦＳＢ＜130mg/dl

45　≦　かつ　＜　60
≧　60

ハイリスク群 ≧　60 ≧　7.0　又は　ＦＢＳ≧130mg/dl

STEP１-６ 生活習慣病から来る疾病の状況 

1/1
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オ 年齢階層別医療費
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カ 年齢階層別一人当たり医療費

15



キ 年齢階層別罹患者数及び罹患率

𝐴

16



糖尿病リスクフローチャート（集計表）

人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

15 1.19 37 2.28

[再掲]8.4%～ 1 0.28 7 1.94 11 0.87 19 1.17

7.4%～ 1 0.28 21 5.83

11 0.87 37 2.28

6.9～7.3% 9 2.50 20 5.56 10 0.79 39 2.41

6.5～6.8% 12 3.33 14 3.89

27.08

6.0～6.4% 44 12.22 13 3.61 11 0.90 64 5.22 132 8.14

21 1.71 310 25.31 4395.6～5.9% 105 29.17 3 0.83

HbA1c合計

HbA1c 数値

～5.5% 116 32.22 2 0.56 28 2.29 791 64.57 937 57.80

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

287 79.72 73 20.28 60 4.90 1,165 95.10

HbA1c6.5%以上 HbA1c6.4%以下

36 2.85 1,225 97.15

*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症

 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

360 22.21 1,261 77.79

HbA1c実施者数 1,621  実施率 98.60 *服薬あり/なしは、問診回答で判定

17



糖尿病リスクフローチャート（集計表）

人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

16 0.96 39 1.88

[再掲]8.4%～ 1 0.24 7 1.69 11 0.66 19 0.92

7.4%～ 2 0.48 21 5.07

13 0.78 42 2.02

6.9～7.3% 10 2.42 21 5.07 11 0.66 42 2.02

6.5～6.8% 14 3.38 15 3.62

27.08

6.0～6.4% 49 11.84 15 3.62 11 0.68 74 4.57 149 7.18

21 1.30 410 25.29 5625.6～5.9% 128 30.92 3 0.72

HbA1c合計

HbA1c 数値

～5.5% 134 32.37 2 0.48 28 1.73 1,077 66.44 1,241 59.81

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

337 81.40 77 18.60 60 3.70 1,561 96.30

HbA1c6.5%以上 HbA1c6.4%以下

40 2.41 1,621 97.59

*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症

 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

414 19.95 1,661 80.05

HbA1c実施者数 2,075  実施率 98.81 *服薬あり/なしは、問診回答で判定
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人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

38 3.02% 76 4.36% 70 3.85% 63 3.05% 66 3.14%

300 23.87% 457 26.23% 456 25.10% 536 25.96% 531 25.23%

404 32.14% 537 30.83% 557 30.65% 620 30.02% 648 30.78%

515 40.97% 672 38.58% 734 40.40% 846 40.97% 860 40.86%

脂質

ＬＤＬ≧180 or

中性脂肪≧1000

ＬＤＬ≧140 or

中性脂肪≧300

ＬＤＬ≧120 or

ＨＤＬ＜40 or

中性脂肪≧150

ＬＤＬ＜120 and

ＨＤＬ≧40 and

中性脂肪＜150

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

515 672 734 846 860 

404 537 557 620 648 

300 457 456 536 531 

38 76 70 63 66 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

脂質（経年変化） 

19



20



21



22



STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
特定健康診査について、受診率が被保険者は１００％に達しておらず、被扶
養者も５０％台となっている。  被保険者及び被扶養者への受診勧奨による未受診者対策

特定保健指導及び糖尿病性腎症等重症化予防指導の実施
事業所と共同で65歳未満の被保険者への生活習慣改善プログラムの実施



2
糖尿病リスク保有者でHbA1cの数値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっていない  被保険者及び被扶養者への受診勧奨による未受診者対策

特定保健指導及び糖尿病性腎症等重症化予防指導の実施
事業所と共同で65歳未満の被保険者への生活習慣改善プログラムの実施



3 前期高齢者の一人当たり医療費が高額となっている  事業所と共同で65歳未満の被保険者への生活習慣改善プログラムの実施
加入者への重症化予防情報の提供 

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 小規模な健保組合である（被保険者2,636名）
40代が被保険者の中で33.5％、被扶養者を含めた加入者全体で24.5％を占める。  将来の加入者年齢構成を考え、現在30歳から40歳の加入者への健診を含めた生活習慣病

対策が重視される。
2 当健保には医療専門職が不在であり、事業主においても産業医、保健師がいる事業所は少数

である。  事業主とともに被保険者及び被扶養者を含めた、健康管理を共同で計画・実行すること
により、それぞれを補完する方策が必要である

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
生活習慣病予防対策としての、特定健康診査受診状況は事業主との共同で実施する定期健康
診断に合わせて実施するため、被保険者及び被扶養者共に健診データの入手は容易である。
ただし、一部の者に検査項目の欠落が発生している。
被扶養者の定期健康診断時受診には、対象となる被扶養者の自宅へ受診案内を郵送している
定期健康診断未受診者のうち被扶養者を含め、希望者は人間ドックで受診している

 特定健診及び生活習慣病検診における被扶養者の受診者を増加させるため、事業主と協
力して周知及び実施体制の整備に取り組む。
未受診者へは早期に受診勧奨を行う。
健診項目の欠落は、受診者への周知を事業主と共に周知を行う

2
特定保健指導及び糖尿病等生活習慣病予防指導の着実な実行が必要である。
特定保健指導等の対象者に対し、健保・事業主より対象者へ受診勧奨を行っているが、途中
脱落者が発生している。

 特定保健指導及び糖尿病等腎症重症化予防指導等保健指導の確実な実施のため、事業主
と共同して被保険者等への実施体制の整備と受診勧奨を行う。

3
婦人科検診を契約医療機関において単独で受診が可能おとなった。  受診方法等の周知を事業主と共に徹底する

行政のがん検診受診もあることから、受診者への周知とともに受診実績の把握を検討す
る

ア，ク，ケ，
コ，サ，シ

オ，カ，キ，
ク，ケ，コ，
サ
オ，カ，キ

平成30年3月31日  [ この内容は未確定です。] 
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会の開催
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙の発行（健保だより）
　保健指導宣伝 　健保ホームページ
　保健指導宣伝 　健康づくり教室
　保健指導宣伝 　共同保健宣伝
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品の使用促進通知
　予算措置なし 　みんなで参加　健康づくりプラン
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　健康保険制度に関する図書の配布
　保健指導宣伝 　育児図書の配布
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員への情報誌配布
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　健康者表彰
　保健指導宣伝 　家庭用常備薬等の有償斡旋
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症重症化予防
　疾病予防 　生活習慣病健診（定期健康診断）
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　二次検査
　疾病予防 　口腔診査
　疾病予防 　メンタルヘルス相談
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
前期高齢者の医療費の前年比の伸びを０にする

事業全体の目標
前期高齢者医療費総額の前年度比０％

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
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職場環境の整備
12 20 20 20 20 20

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

健康管理事業
推進委員会の
開催

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ イ,ク,ケ,シ 業所担当者による保健事

業推進体制を構築 ア
健保と事業主との情報共
有による各種保健事業の
確実な実施

保健事業作成に関する意
見集約及び結果の検証
定例会を年２回開催

保健事業作成に関する意
見集約及び結果の検証
定例会を年２回開催

保健事業作成に関する意
見集約及び結果の検証
定例会を年２回開催

保健事業作成に関する意
見集約及び結果の検証
定例会を年２回開催

保健事業作成に関する意
見集約及び結果の検証
定例会を年２回開催

保健事業作成に関する意
見集約及び結果の検証
定例会を年２回開催

定例会を年２回開催

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。

委員会の開催(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)健保と
事業主との意思疎通や情報交換及び情報共有の推進 委員会開催数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)保健事業等の円滑な遂行

加入者への意識づけ
3,240 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

機関紙の発行
（健保だより
）

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員,被
保険者

１ ス 年３回　機関誌の発行、
配布 ア,ス

被保険者に対し事業主を
経由して配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送

年３回機関誌を発行し、
事業主を経由して被保険
者へ配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送
４月、１０月、１月

年３回機関誌を発行し、
事業主を経由して被保険
者へ配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送
４月、１０月、１月

年３回機関誌を発行し、
事業主を経由して被保険
者へ配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送
４月、１０月、１月

年３回機関誌を発行し、
事業主を経由して被保険
者へ配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送
４月、１０月、１月

年３回機関誌を発行し、
事業主を経由して被保険
者へ配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送
４月、１０月、１月

年３回機関誌を発行し、
事業主を経由して被保険
者へ配布
任意継続被保険者へは自
宅へ郵送
４月、１０月、１月

年３回発行
糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない

発行回数(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)- 発行回数(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)-
948 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

2,5 既
存

健保ホームペ
ージ 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス 随時更新

タイムリーな情報提供 ア,ス
タイムリーな情報提供の
ため、健保職員による内
容更新

随時更新
健保職員による内容更新

随時更新
健保職員による内容更新

随時更新
健保職員による内容更新

随時更新
健保職員による内容更新

随時更新
健保職員による内容更新

随時更新
健保職員による内容更新

保健事業計画、結果及び健康診断の案内等
の更新を確実にタイムリーに提供（定例更
新年３回）

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。
糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない

更新回数(【実績値】3回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)加入者への
タイムリーな情報提供 家族健診受診者数(【実績値】596人　【目標値】平成30年度：690人　平成31年度：700人　平成32年度：700人　平成33年度：700人　平成34年度：700人　平成35年度：700人)組合情報の周知

200 200 200 200 200 200

2,5 既
存

健康づくり教
室 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ケ,シ,ス 年２回　母体会議室にて

就業時間内に開催 ア,イ,ウ,キ 年２回　医師等を招聘し
開催

健康管理事業推進委員会
に合わせて、年２回開催

健康管理事業推進委員会
に合わせて、年２回開催

健康管理事業推進委員会
に合わせて、年２回開催

健康管理事業推進委員会
に合わせて、年２回開催

健康管理事業推進委員会
に合わせて、年２回開催

健康管理事業推進委員会
に合わせて、年２回開催

健康管理事業推進委員会に合わせて、年２
回開催

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

開催回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)疾病予防、
健康増進に向けた情報提供

参加人数(【実績値】100人　【目標値】平成30年度：100人　平成31年度：100人　平成32年度：100人　平成33年度：100人　平成34年度：100人　平成35年度：100人)自らの健康状況、生活習慣改善の必要性の
理解

160 160 160 160 160 160

1,2,5 既
存 共同保健宣伝 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,ス - ケ,ス -

健康保険組合連合会との
共同事業
ホームページ、ポスター
等による情報提供

健康保険組合連合会との
共同事業
ホームページ、ポスター
等による情報提供

健康保険組合連合会との
共同事業
ホームページ、ポスター
等による情報提供

健康保険組合連合会との
共同事業
ホームページ、ポスター
等による情報提供

健康保険組合連合会との
共同事業
ホームページ、ポスター
等による情報提供

健康保険組合連合会との
共同事業
ホームページ、ポスター
等による情報提供

予算及び決算における健康保険組合の状況
等に関する情報提供（定例２回）

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない

提供回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)- 提供回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)-
400 400 400 400 400 400

2,7 既
存

ジェネリック
医薬品の使用
促進通知

全て 男女
0

〜
74

基準該
当者 １ キ - ア,ス - ジェネリック医薬品利用

による差額通知の発送
ジェネリック医薬品利用
による差額通知の発送

ジェネリック医薬品利用
による差額通知の発送

ジェネリック医薬品利用
による差額通知の発送

ジェネリック医薬品利用
による差額通知の発送

ジェネリック医薬品利用
による差額通知の発送

ジェネリック医薬品への切り替えによる薬
剤費の減少

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

情報提供人数(【実績値】452人　【目標値】平成30年度：500人　平成31年度：500人　平成32年度：500人　平成33年度：500人　平成34年度：500人　平成35年度
：500人)差額通知の配布（年２回）
ジェネリック医薬品への切り替え促進

利用率(【実績値】31％　【目標値】平成30年度：35％　平成31年度：37％　平成32年度：39％　平成33年度：41％　平成34年度：43％　平成35年度：45％)ジェネリック使用率（薬剤費ﾍﾞｰｽ）20％を目指す
（平成26年のジェネリック使用率（薬剤費ﾍﾞｰｽ）13.3％、ジェネリック不可薬剤率54.5％）

0 0 0 0 0 0

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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予
算
措
置
な
し

1,3,4,
5

新
規

みんなで参加
　健康づくり
プラン

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ イ,オ,ケ,シ

健診結果により被保険者
の健康管理を事業主と健
保で共同して実施
事業主と健保は定期健診
及び健保が実施する生活
習慣病予防健診、人間ド
ックの結果を基に被保険
者の健康管理、生活習慣
改善を共同して実施
事業主の実施したメタボ
改善事業や禁煙事業など
独自の事業を行う
健保は特定保健指導を行
い、事業主は対象者の進
捗を管理し途中脱落を防
止する
将来的には、被扶養者の
健康管理を含めて実施

ア,イ,コ

各事業所の専任担当者に
より、健診結果を分析し
改善事業を計画、実行す
る
健保は各事業所の進捗と
分析結果のサポートを行
う

メタボ改善のためのウォ
ーキングキャンペーン
禁煙、減煙の支援
血糖値の改善、脂質異常
の改善、高血圧の改善
特定健診、特定保健指導
の受診勧奨　など

メタボ改善のためのウォ
ーキングキャンペーン
禁煙、減煙の支援
血糖値の改善、脂質異常
の改善、高血圧の改善
特定健診、特定保健指導
の受診勧奨　など

メタボ改善のためのウォ
ーキングキャンペーン
禁煙、減煙の支援
血糖値の改善、脂質異常
の改善、高血圧の改善
特定健診、特定保健指導
の受診勧奨　など

メタボ改善のためのウォ
ーキングキャンペーン
禁煙、減煙の支援
血糖値の改善、脂質異常
の改善、高血圧の改善
特定健診、特定保健指導
の受診勧奨　など

メタボ改善のためのウォ
ーキングキャンペーン
禁煙、減煙の支援
血糖値の改善、脂質異常
の改善、高血圧の改善
特定健診、特定保健指導
の受診勧奨　など

メタボ改善のためのウォ
ーキングキャンペーン
禁煙、減煙の支援
血糖値の改善、脂質異常
の改善、高血圧の改善
特定健診、特定保健指導
の受診勧奨　など

生活習慣病、メタボ該当者の減少させるた
め、特定保健指導対象者の途中脱落者０人
特定保健指導実施率を向上させる

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。
糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

脱落者数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0人　平成31年度：0人　平成32年度：0人　平成33年度：0人　平成34年度：0人　平成35年度：0人)各事業主の項
目ごとの目標に対する改善状況を把握
健保と事業主で現状分析、改善計画を図る

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20％　平成31年度：25％　平成32年度：30％　平成33年度：40％　平成34年度：50％　平成35年度：60％)禁煙、血糖値、脂質異常、高血圧、肝機能異
常などの改善者数及び改善率

個別の事業
10,961 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

特
定
健
康
診
査
事
業

3 既
存 特定健診 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 ３ ケ,シ

事業主が実施する定期健
康診断時に合わせて実施
人間ドックにて実施
集合契約医療機関にて実
施

ア,エ,コ

定期健康診断時（就業時
間内）に被保険者、被扶
養者が受診
近隣医療機関との人間ド
ック契約
特定健診受診券の発行

１．定期健康診断時：1,3
00名
２．人間ドック　　： 930
名
３．集合契約　　　： 20
名
＊１，２は12月末日まで
に受診

１．定期健康診断時：1,3
00名
２．人間ドック　　： 930
名
３．集合契約　　　： 20
名
＊１，２は12月末日まで
に受診

１．定期健康診断時：1,3
00名
２．人間ドック　　： 930
名
３．集合契約　　　： 20
名
＊１，２は12月末日まで
に受診

１．定期健康診断時：1,3
00名
２．人間ドック　　： 930
名
３．集合契約　　　： 20
名
＊１，２は12月末日まで
に受診

１．定期健康診断時：1,3
00名
２．人間ドック　　： 930
名
３．集合契約　　　： 20
名
＊１，２は12月末日まで
に受診

１．定期健康診断時：1,3
00名
２．人間ドック　　： 930
名
３．集合契約　　　： 20
名
＊１，２は12月末日まで
に受診

各種健診により特定健診受診者数の増加を
図る。
特に被扶養者の受診率増加を目指すため、
該当する被扶養者の自宅宛に案内書を郵送

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。

案内書送付数(【実績値】820件　【目標値】平成30年度：900件　平成31年度：900件　平成32年度：900件　平成33年度：900件　平成34年度：900件　平成35年度
：900件)被保険者へ事業主からの受診勧奨をし、休業者、産休・育休者等を除き全員受診
被扶養者は、受診案内の郵送及び他で受診した結果の入手により受診率の向上

受診率(【実績値】82.7％　【目標値】平成30年度：85.0％　平成31年度：87.0％　平成32年度：89.0％　平成33年度：90.0％　平成34年度：92.0％　平成35年度：95.0％)健診受診率　被保険者＋被扶養者の平成3
5年度受診率を95.0％
　被保険者： 99％（除外者を除く）以上を目指す
　被扶養者： 80％を目指す

6,885 7,000 8,000 8,000 8,000 8,000
特
定
保
健
指
導
事
業

1,2,4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 １ ク,ケ,シ

対象者に対して、特定保
健指導を委託事業者の保
健師等にて実施
保健指導は、委託事業者
及び健保連千葉連合会共
同事業委託事業者にて実
施

ア,ケ
事業主にて対象者の就業
時間内で保健指導を実施
事業主にて対象者の指導
進捗を管理し、途中脱落
を防止

動機づけ支援： 85名
積極的支援　：145名

動機づけ支援： 90名
積極的支援　：150名

動機づけ支援： 90名
積極的支援　：150名

動機づけ支援： 90名
積極的支援　：150名

動機づけ支援： 90名
積極的支援　：150名

動機づけ支援： 90名
積極的支援　：150名 特定保健指導該当者を減少させる

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。
糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない

指導人数(【実績値】230人　【目標値】平成30年度：240人　平成31年度：240人　平成32年度：240人　平成33年度：240人　平成34年度：240人　平成35年度：24
0人)事業主と協働して該当者への保健指導勧奨 実施率(【実績値】16％　【目標値】平成30年度：20％　平成31年度：25％　平成32年度：30％　平成33年度：40％　平成34年度：50％　平成35年度：60％)メタボリックシンドローム該当者率10％減

80 80 80 80 80 80
保
健
指
導
宣
伝

2 既
存

健康保険制度
に関する図書
の配布

全て 男女
18
〜
74

被保険
者,基準
該当者

１ ス
新規加入被保険者への社
会保険に関する冊子の配
布

ア,ス 被保険者証発行時に冊子
を配布 新規加入被保険者：200名 新規加入被保険者：200名 新規加入被保険者：200名 新規加入被保険者：200名 新規加入被保険者：200名 新規加入被保険者：200名 新規加入被保険者：200名

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。

配布数(【実績値】200人　【目標値】平成30年度：200人　平成31年度：200人　平成32年度：200人　平成33年度：200人　平成34年度：200人　平成35年度：200
人)資格取得時に健康保険証と併せて事業主経由で小冊子を配布
対象者への配布１００％

配布率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)-

360 360 360 360 360 360

2,5 既
存

育児図書の配
布 全て 女性

18
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ス

被保険者及び被扶養者の
出産において、月刊誌の
育児書を1年間郵送

ア,ケ 健保にて対象者を抽出し
、委託先より郵送 対象見込み者：100名 対象見込み者：100名 対象見込み者：100名 対象見込み者：100名 対象見込み者：100名 対象見込み者：100名 対象見込み者：100名（被保険者及び被扶養

者の出産者） 該当なし

配布人数(【実績値】48人　【目標値】平成30年度：100人　平成31年度：100人　平成32年度：100人　平成33年度：100人　平成34年度：100人　平成35年度：100
人)出産育児一時金、被扶養者（異動）届等の情報から委託事業者へ配布依頼 配布率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)不安の軽減

324 350 350 350 350 350

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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1,5 既
存

健康管理事業
推進委員への
情報誌配布

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ シ 委託先より推進委員あて

郵送 ア 委託先より月刊誌を送付
委託先より推進委員あて
郵送
推進委員：27名

委託先より推進委員あて
郵送
推進委員：27名

委託先より推進委員あて
郵送
推進委員：27名

委託先より推進委員あて
郵送
推進委員：27名

委託先より推進委員あて
郵送
推進委員：27名

委託先より推進委員あて
郵送
推進委員：27名

職場の健康管理事業推進委員へ健康管理情
報誌を確実に提供する

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。
糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

配布人数(【実績値】27人　【目標値】平成30年度：27人　平成31年度：27人　平成32年度：27人　平成33年度：27人　平成34年度：27人　平成35年度：27人)従
業員の健康維持及び増進の推進

配布完了率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)生活習慣改善の必要性の理解
推進委員への情報誌を確実に提供する

260 260 260 260 260 260

2,4 既
存 医療費通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ イ,ス 年２回（半年分を２回）

配布 ス
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

年２回発行
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

年２回発行
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

年２回発行
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

年２回発行
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

年２回発行
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

年２回発行
世帯分を出力し、事業主
を経由して被保険者宛配
布

医療費通知の年２回発行を実施する 前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

発行回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)医療費の適
正化 発行回数(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：2回　平成31年度：2回　平成32年度：2回　平成33年度：2回　平成34年度：2回　平成35年度：2回)医療費使用状況の提供及び注意喚起

909 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

2 既
存 健康者表彰 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,基準
該当者

１ ク
１年間、被扶養者を含め
医療費の使用がなかった
被保険者に記念品を贈呈

ス
抽出した対象者（被保険
者）宛、委託先より事業
主経由で配布

対象見込み人数：170名 対象見込み人数：200名 対象見込み人数：200名 対象見込み人数：200名 対象見込み人数：200名 対象見込み人数：200名 抽出した健康者表彰者へもれなく記念品を
贈呈する 該当なし

対象者数(【実績値】123人　【目標値】平成30年度：200人　平成31年度：200人　平成32年度：200人　平成33年度：200人　平成34年度：200人　平成35年度：20
0人)健康維持 配布率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)健康増進と疾病予防に向けた意識の高揚

0 0 0 0 0 0

2,7,8 既
存

家庭用常備薬
等の有償斡旋 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ キ,ス

年２回　家庭用常備薬等
の購入斡旋を実施
健保補助等なし

ア,ス

委託事業者作成のパンフ
レットを被保険者宛事業
主経由で配布
購入希望者は、郵送、ネ
ット、FAXにて申込み、費
用は購入者負担

年２回　委託先のパンフ
レットを配布し、各自購
入

年２回　委託先のパンフ
レットを配布し、各自購
入

年２回　委託先のパンフ
レットを配布し、各自購
入

年２回　委託先のパンフ
レットを配布し、各自購
入

年２回　委託先のパンフ
レットを配布し、各自購
入

年２回　委託先のパンフ
レットを配布し、各自購
入

家庭用常備薬の利用者増加による、薬剤費
の減少

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

購入人数(【実績値】214人　【目標値】平成30年度：250人　平成31年度：300人　平成32年度：300人　平成33年度：300人　平成34年度：300人　平成35年度：30
0人)購入者数の維持、増加 薬剤費前年比(【実績値】-　【目標値】平成30年度：0％　平成31年度：0％　平成32年度：0％　平成33年度：0％　平成34年度：0％　平成35年度：0％)薬剤費の対前年比を０％（薬剤費の増加なし）

3,320 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

2,4 新
規

糖尿病性腎症
重症化予防 全て 男女

40
〜
75

基準該
当者 １ オ,ク,ケ

健診結果より対象者を抽
出し、重症化予防保健指
導を提供する
健保連千葉連合会による
共同事業

ア,イ,ウ,キ

委託先保健師等による糖
尿病性腎症重症化予防プ
ログラム
事業主と共同し、就業時
間内での保健指導を実施
事業主も指導状況を把握
し、受診勧奨、指導中止
の防止

実施対象見込み者：20名 実施対象見込み者：20名 実施対象見込み者：20名 実施対象見込み者：20名 実施対象見込み者：20名 実施対象見込み者：20名
糖尿病性腎症重症化予防指導対象者に対し
、重症化予防指導を受診することにより新
規発症者０人を目標とする

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

受診者数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20人　平成31年度：20人　平成32年度：20人　平成33年度：20人　平成34年度：20人　平成35年度：20人)保健指
導委託事業者にて6カ月間、面談、電話相談を実施

新規発症者数(【実績値】0人　【目標値】平成30年度：0人　平成31年度：0人　平成32年度：0人　平成33年度：0人　平成34年度：0人　平成35年度：0人)新規発症の防止
（実施者の新規発症者ゼロ）

22,195 23,000 23,000 23,000 23,000 23,000
疾
病
予
防

3 既
存

生活習慣病健
診（定期健康
診断）

全て 男女
30
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
３ シ,ス

事業主が実施する定期健
康診断時に被保険者、被
扶養者の生活習慣病検診
を合わせて実施

ア,イ 委託検診機関による事業
主への巡回健診

受診見込み人数
被保険者：1,500名
被扶養者： 550名

受診見込み人数
被保険者：1,500名
被扶養者： 550名

受診見込み人数
被保険者：1,500名
被扶養者： 550名

受診見込み人数
被保険者：1,500名
被扶養者： 550名

受診見込み人数
被保険者：1,500名
被扶養者： 550名

受診見込み人数
被保険者：1,500名
被扶養者： 550名

生活習慣病検診の受診により、被扶養者の
受診者数を増加させ特定健康診査受診率を
向上させる

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。

被扶養者の受診者数(【実績値】481人　【目標値】平成30年度：550人　平成31年度：600人　平成32年度：650人　平成33年度：700人　平成34年度：750人　平成
35年度：800人)土曜、日曜日の開催により被扶養者（女性）の受診率の向上

特定健診受診率(【実績値】82.7％　【目標値】平成30年度：85.0％　平成31年度：87.0％　平成32年度：89.0％　平成33年度：90.0％　平成34年度：92.0％　平成35年度：95.0％)被保険者の休業者等を除き１００
％受診
被扶養者の受診率８０％を目標

53,385 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

2,3 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ウ,ケ,シ

定期健康診断を受診しな
かった被保険者、被扶養
者で35歳以上の者（被扶
養者で特定健診を受診し
た者は対象外）
受診費用の一部補助あり

ア,イ,キ
契約医療機関及び健保連
契約医療機関での人間ド
ック受診

受診見込み数
被保険者：800名
被扶養者：130名

受診見込み数
被保険者：800名
被扶養者：150名

受診見込み数
被保険者：800名
被扶養者：150名

受診見込み数
被保険者：800名
被扶養者：150名

受診見込み数
被保険者：800名
被扶養者：150名

受診見込み数
被保険者：800名
被扶養者：150名

人間ドックの受診者数を増加し、未受診者
をなくし、特定健康診査受診率を向上させ
る

特定健康診査について、受診率が
被保険者は１００％に達しておら
ず、被扶養者も５０％台となって
いる。

受診者人数(【実績値】854人　【目標値】平成30年度：930人　平成31年度：950人　平成32年度：950人　平成33年度：950人　平成34年度：950人　平成35年度：
950人)被保険者の生活習慣病健診（定期健康診断）未受診者に対し事業主から受診勧奨

特定健診受診率(【実績値】82.7％　【目標値】平成30年度：85.0％　平成31年度：87.0％　平成32年度：89.0％　平成33年度：90.0％　平成34年度：92.0％　平成35年度：95.0％)未受診者の減少（目標ゼロ）
特定健康診査受診率の向上

1,350 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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3,4 既
存 二次検査 全て 男女

30
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ イ,ケ,シ

定期健康診断にて有所見
者であった者に対して、
二次検査を実施

ア,イ,ス
委託検診機関による事業
所巡回検査
就業時間内での受診

受診対象見込み者数
被保険者：360名
被扶養者： 90名

受診対象見込み者数
被保険者：400名
被扶養者： 90名

受診対象見込み者数
被保険者：400名
被扶養者： 90名

受診対象見込み者数
被保険者：400名
被扶養者： 90名

受診対象見込み者数
被保険者：400名
被扶養者： 90名

受診対象見込み者数
被保険者：400名
被扶養者： 90名

有所見者の重症化を防止するため、二次検
査対象者の１００％受診を目標とする

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない

受診者数(【実績値】405人　【目標値】平成30年度：450人　平成31年度：490人　平成32年度：490人　平成33年度：490人　平成34年度：490人　平成35年度：49
0人)被保険者の有所見者に対し、事業主と協働して受診勧奨

対象者受診率(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)被保険者の対象者受診率100％を目標（
ただし、産業医による受診除外者を除く）

4,207 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

3 既
存 口腔診査 全て 男女

18
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ケ,シ

１８歳以上の被保険者及
び被扶養者
受診者の負担なし

ア 委託先による事業所巡回
健診 受診見込み者数：850名 受診見込み者数：900名 受診見込み者数：900名 受診見込み者数：900名 受診見込み者数：900名 受診見込み者数：900名 口腔診査受診者の受診者の増加させる

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない
前期高齢者の一人当たり医療費が
高額となっている

受診者人数(【実績値】809人　【目標値】平成30年度：850人　平成31年度：900人　平成32年度：900人　平成33年度：900人　平成34年度：900人　平成35年度：
900人)就業時期間内での受診により被保険者の受診率増加
H29実績　809人∕H28実績　825人

受診者前年伸び率(【実績値】98.1％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)受診者前年伸び率が100%以上

370 370 370 370 370 370

6 既
存

メンタルヘル
ス相談 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ シ,ス 委託先でのメンタルヘル

ス相談 ウ,ス 電話による相談及び面談
による相談窓口の利用

被保険者、被扶養者及び
家族からの相談窓口を開
設

被保険者、被扶養者及び
家族からの相談窓口を開
設

被保険者、被扶養者及び
家族からの相談窓口を開
設

被保険者、被扶養者及び
家族からの相談窓口を開
設

被保険者、被扶養者及び
家族からの相談窓口を開
設

被保険者、被扶養者及び
家族からの相談窓口を開
設

メンタルを原因とする傷病手当金を減少さ
せる

糖尿病リスク保有者でHbA1cの数
値が高い者がいる
脂質リスク保有者数は減少となっ
ていない

相談件数(【実績値】1件　【目標値】平成30年度：5件　平成31年度：5件　平成32年度：5件　平成33年度：5件　平成34年度：5件　平成35年度：5件)メンタルに
よる休業者の減少

メンタル傷病手当金額前年比(【実績値】125.6％　【目標値】平成30年度：0％　平成31年度：0％　平成32年度：0％　平成33年度：0％　平成34年度：0％　平成35年度：0％)メンタルを原因とする傷病手当金額
の対前年比０％

0 0 0 0 0 0

3 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

18
〜
64

被保険
者,被扶
養者,そ

の他
１ シ,ス

被保険者、被扶養者及び
ビジネスパートナー（健
保未加入者）へ予防接種
の会場を提供
受診費用は受診者全額負
担

コ,ス 事業所へ巡回して予防接
種を実施 受診見込み者数：420名 受診見込み者数：420名 受診見込み者数：420名 受診見込み者数：420名 受診見込み者数：420名 受診見込み者数：420名 インフルエンザ予防接種受診者数を増加さ

せる 該当なし

受診者数(【実績値】414人　【目標値】平成30年度：420人　平成31年度：420人　平成32年度：420人　平成33年度：420人　平成34年度：420人　平成35年度：42
0人)健保加入者以外の従業員の受診も可能とし、職場内におけるインフルエンザの予防向上

受診者前年比(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)医療費の減少
受診者対前年伸び率100％以上

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

平成30年3月31日 [ この内容は未確定です。]
予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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